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高 松 市 監 査 委 員 告 示 第 ４ 号 

 

 定期監査結果に基づき，措置を講じた旨の通知があったので，地方自治法第

１９９条第１２項の規定により，次のとおり公表します。  

 

  平成２４年２月２０日  

          

高松市監査委員   吉   田   正   己  

同               山 下   稔  

同               波 多   等  

同               森 谷 忠 造  

 

定期監査結果に基づく措置通知について   

 

第１   定期監査で指摘した事項に対する措置内容等  

対 象 部 課 等  環境部環境指導課  

措 置 通 知 日  平成２３年１１月２４日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

執行伺 決裁に 係る 財 政審査 を適正

にすべきもの 

 

高松市 文書規 程第 １ ６条お よび別

表第２では，委託料の執行伺のうち契

約依頼に係るもの以外について，財政

課長およびその指名する職員の審査

を受けることを規定しているが，高松

南消防署測定局廃止に伴う測定機器

撤去・移設業務委託の見積徴取伺決裁

は，財政審査を受けていないので，今

後，同種の決裁を起案する場合には，

同規定により適正に事務処理された

い。 

 

 

 

５０万円以下の委託料の執行伺決裁

において，高松市事務決裁規程別表１

により，執行伺の作成を省略しない場

合は，高松市文書規程第１６条および

別表第２により，財政審査を受けるよ

う徹底した。 

 

 

対 象 部 課 等  都市整備部建築課  

措 置 通 知 日  平成２３年１１月２５日  

  

○写  
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【改善を要する事項】 【措置された内容】  

市内出 張命令 の事 務 処理を 適正に

すべきもの  

 

市内出張をする場合には，高松市職

員服務規程第１４条第２項の規定に

より，市内出張命令簿による決裁を受

けなければならないが，平成２２年度

および平成２３年度市内出張命令簿

の中に所属長の押印がないものが見

受けられたので，今後は，同項の規定

により適正に事務処理されたい。  

 

 

 

市内出張命令の事務処理について，

平成２３年１１月２１日以降で，適正

に処理した。 

 

対 象 部 課 等  都市整備部まちなか再生課  

措 置 通 知 日  平成２３年１２月６日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

市内出 張命令 の事 務 処理を 適正に

すべきもの  

 

市内出張をする場合には，高松市職

員服務規程第１４条第２項の規定に

より，市内出張命令簿による決裁を受

けなければならないが，平成２２年度

市内出張命令簿の中に 帰着時間が記

載されていないものが見受けられた

ので，今後は，同項の規定により適正

に事務処理されたい。 

 

 

 

市 内出 張命 令簿 に帰着 時間 を記 載

し，課内の全職員に対して指摘内容を

周知することで，適正な事務処理の徹

底を図った。 

特 定 の 随 意 契 約 に 係 る 公 表 を す べ

きもの  

 

地方自治法施行令第１６７条の２第

１項第３号の規定により随意契約を行

う場合は，高松市契約規則第１７条の

３の規定および平成２０年３月１０日

付け高監号外財産活用課長・監理課長

通知「障害者支援施設等からの物品の

買入れ，役務の提供を理由とする随意

契約の手続きについて」により，契約

内容等を公表しなければならないが，

平成２２年度サンポート高松Ａ１街区

等管理業務委託に係る社団法人高松市

シルバー人材センターとの契約につい

ては，公表が行われていないので，今

後，同種の契約を締結する場合には，

適正に事務処理されたい。  

 

 

 

平 成 ２ ３ 年 度 に お け る 特 定 随 意 契  

約 の 契 約 締 結 の 状 況 に つ い て ， 本 市  

ホームページに掲載した。  
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対 象 部 課 等  産業経済部競輪局事業課  

措 置 通 知 日  平成２３年１２月２８日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

賃貸借 契約書 の遅 延 利息を 適正な

利率で約定すべきもの  

 

高松市契約規則第３５条に規定する

契約の履行遅延に対する遅延利息の率

は ， 平 成 １ ５ 年 ４ 月 １ 日 か ら ， 年  

８．２５パーセントから年３．６パー

セントに変更されているにもかかわら

ず，高松競輪場共同通信社杯開催に伴

う来賓席プレハブ施設等賃貸借契約書

の条項のうち，履行遅延に係る条項の

遅延利息の率は，変更前のもので約定

されているので，今後，同様の契約を

しようとする場合は，同規定に基づき，

適正な率で約定されたい。 

 

 

 

平 成１ ８年 度の 賃貸借 契約 書か ら

遅延利息を適正な利率に改め約定し

た。 

公文書公開に係る公・非の事前判断

結果を記載すべきもの  

 

文書法 制事務 の手 引 の第２ 章第２

節第５項第５号では，起案用紙の記載

方法として「公開・非公開の区分」欄

に公文書公開に係る公・非の事前判断

結果を鉛筆で記入することとされて

おり，また，同手引の第５章第３節第

４項では，公開と判断されないものに

ついて，「公開・非公開の区分」欄に

部・時・非のいずれかを表示するとと

もに，判断基準から理由を選び，その

記号を記入することとされているが，

伺決裁の起案用紙には，公・非の事前

判断結果が記入されていないものが

見受けられたので，今後，伺決裁を起

案する場合には，適正な事務処理を行

われたい。 

 

 

 

平 成２ ０年 度か ら伺決 裁の 起案 用

紙に公・非の事前判断結果を記入し

た。  

 

普通財 産貸付 申請 に 伴う連 帯保証

人の取扱いを適正にすべきもの 

 

高松競 輪場施 設に 係 る普通 財産貸

付承認伺決裁に添付されている普通

財産借受願には，高松市公有財産事務

取扱規則第２７条第２項の規定によ

り準用される第２６条第２項ただし

書の規定により連帯保証人を立てさ

せていないにもかかわらず，同伺決裁

には，連帯保証人を立てさせる必要が  

 

 

 

 普通財産貸付申請において，連帯保

証人を立てさせる必要がないと認め

られる場合は，平成２０年度から決裁

にその旨を記載した。 
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ないと認めた理由を明記していない

ので，今後，同様の決裁を受ける場合

には，連帯保証人を立てさせる必要が

ない理由を記載されたい。 

 

普通財 産貸付 台帳 を 調整す べきも

の 

 

普通財産を貸し付けた場合には，高

松市公有財産事務取扱規則第２７ 条

第３項の規定に基づき，普通財産貸付

台帳を調整しなければならないが，普

通財産である高松競輪場敷地内の一

部を電力柱や電話柱等の敷地として，

貸付けているにもかかわらず，行政財

産使用許可台帳を調整しているので，

今後，同様の貸付けをする場合には，

同規定に基づき普通財産貸 付台帳を

調整されたい。  

 

 

 

 普通財産の貸付について，平成２０

年度から普通財産貸付台帳を調整し

た。 

業務委 託契約 に係 る 仕様書 を作成

すべきもの 

 

高松市 契約規 則第 １ ８条第 ２項で

は，随意契約による場合においては，

契約書案その他見積りに必要な事項

を示すことと規定し，平成１３年４月

２日付け高管号外企画財政部長・土木

部長通知「契約事務の取扱いについて

（通知）」でも，委託業務を発注する

場合においては，業務範囲の特定を行

うために，仕様書を作成することを定

めているが，ワクワク情報局放送原稿

委託業務の支出負担行為伺決裁には，

仕様書が添付されていないので，今

後，同様の契約を締結しようとする場

合には，委託料の積算基礎となる業務

内容が明確になるよう，同規定等に基

づき仕様書を作成し，決裁に添付され

たい。  

 

 

 

ワ クワ ク情 報局 放送原 稿作 成業 務

委託については，平成２０年度から仕

様書を作成した。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 5 

第２   定期監査で付した監査委員の意見に対する措置内容等  

対 象 部 課 等  上下水道局お客さまセンター  

措 置 通 知 日  平成２３年１２月２６日  

【意見を付された事項】 【措置された内容】  

水道の 使用再 開に 係 る事務 処理に

ついて 

 

水道の 使用を 中止 し ている 期間内

において，無断で水道水が使用されて

いることが判明した際に，使用者の確

認ができないまま給水停止を行って

いるが，それにより市民が何らかの影

響を受けることも考えられることか

ら，今後においては，水道の使用が正

規の手続を経て再開されるよう使用

者の調査を十分に行うなど，適切な事

務処理に努められたい。 

 

 

 

水道の使用再開に係る事務処理に

ついては，無断での水道使用が判明し

た場合，即時の停水は行わず，検針お

よび現地調査の際に無断使用者へ開

栓届出の催促通知を行っていたが，今

後も，使用者の生活等への影響を考慮

し，即時または１回だけの通知による

停水は行わず，現地調査等を行う中で

使用者に対して正規の開栓届出手続

を求めるとともに，なおかつ開栓届出

がない場合は，調査結果等をさらに精

査した上で停水を行うこととした。 

 


